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Ⅰ 計画の基本                  

１ 計画策定の趣旨 

「第４期常滑市障がい福祉計画」（以下、「本計画」という。）は、「障害者の日常生活及び社

会生活を総合的に支援するための法律」（以下、「障害者総合支援法」という。）第８８条に

基づき、国の定める基本指針（平成１８年厚生労働省告示第３９５号：平成２６年５月１５

日改正）（以下、「基本指針」という。）に即し、障がい福祉サービス、相談支援及び地域生

活支援事業の各種サービスが計画的に提供されるよう、第３期常滑市障がい福祉計画の数値

目標に対する進捗状況や各年度のサービス実績を踏まえ、平成２７年度から平成２９年度ま

での３か年を計画期間とし、具体的な数値目標や各年度のサービス需要を見込むとともに、

サービスの提供体制の確保や推進のための取り組みを定めるものです。 

 

２ 計画の位置づけ 

（１）本計画の位置づけ 

 本計画は、障害者総合支援法に基づく、市町村障害福祉計画として策定するものです。 

 

（２）他の計画との関係 

 本計画は、国及び愛知県の計画との整合性を図りながら、「常滑市総合計画」及び、「第３

次常滑市障がい者基本計画」（平成２４年度～２９年度）や関連計画との整合を考慮し、策

定するものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

常滑市障がい者基本計画・障がい福祉計画 

 

第３次障がい者基本計画 

第４期障がい福祉計画 

関連計画 

子ども・子育て支援事業計画 

高齢者福祉計画、第６期介護保険事業計画 

第２期健康日本２１とこなめ計画 

第４期愛知県障害福祉計画 

愛知県 

障害者総合支援法 

法的根拠

第４次常滑市総合計画（平成１８～２７年度） 

第５次常滑市総合計画（平成２８～３６年度） 
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３ 計画の対象者 

 この計画の対象者となる「障がい者」とは、障害者総合支援法に規定された、身体障害者

福祉法第４条に規定する身体障害者、知的障害者福祉法にいう知的障害者のうち１８歳以上

である者及び精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第５条に規定する精神障害者（発達

障害者支援法（平成１６年法律第１６７号）第２条第２項に規定する発達障害者を含み、知

的障害者福祉法にいう知的障害者を除く。以下「精神障害者」という。）のうち１８歳以上

である者並びに治療方法が確立していない疾病その他の特殊の疾病であって政令で定める

ものによる障害の程度が厚生労働大臣が定める程度であるものであって１８歳以上である

者をいいます。また、児童福祉法第４条に規定する「障がい児」も対象となります。 

 

４ 計画の期間 

 障がい福祉計画は３年ごとの計画策定が基本指針により定められています。このため、本

計画の計画期間は、平成２７年度～平成２９年度までの３か年とします。 

 

          年度 

計画名 
18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 

常滑市障がい者基本計画 
 

     
 

     

常滑市障がい福祉計画 
 

  
 

  
 

  
 

  

５ 障がい福祉サービスの提供体制の確保に関する基本的な考え方 

 障がい福祉サービスの提供体制の確保に当たっては、次に掲げる点に配慮して、数値目標

を設定し、計画的な整備を行います。 

 

（１）必要な訪問系サービスの保障 

 訪問系サービス（居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護及び重度障害者等包括支

援）の充実を図り、必要な訪問系サービスを保障できるよう努めます。 

 

（２）希望する障がい者等への日中活動系サービスの保障 

 希望する障がい者等に日中活動系サービス（療養介護、生活介護、短期入所、自立訓練、

就労移行支援、就労継続支援、地域活動支援センター、日中一時支援事業）を保障できるよ

う努めます。 

  

第２次障がい者基本計画 第３次障がい者基本計画 

第１期計画 第２期計画 第３期計画 第４期計画 
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（３）グループホーム等の充実及び地域生活支援拠点等の整備 

 地域における居住の場としてのグループホームの充実を図るとともに、地域移行支援及び

地域定着支援、自立支援訓練事業等の推進により施設入所、入院から地域生活への移行を進

めます。 

 また、地域生活支援の機能をさらに強化するため、グループホーム又は障がい者支援施設

に付加した「地域生活支援拠点」の整備を検討していきます。 

 

（４）福祉施設から一般就労への移行を推進 

 就労移行支援事業等の推進により、障がい者の福祉施設から一般就労への移行を進めると

ともに、福祉施設における雇用の場を拡大できるよう努めます。 

 

（５） 相談支援体制の充実 

 障がい者等、とりわけ重度の障がい者等が、地域において自立した日常生活又は社会生活

を営むことができるよう障がい福祉サービスの適切な利用を支える相談支援体制の充実に

努めます。 

 また、入所又は精神科病院から地域生活へ移行するための取り組みとして、地域移行支援

と地域定着支援に係るサービスの提供体制の充実を図ります。 

 

（６） 障がい児支援の提供体制の確保 

 障がい児及びその家族に対して、乳幼児期から学校卒業まで一貫した効果的な支援を身近

な場所で提供できる体制を確保するため、障がい児通所支援の整備について障がい福祉計画

に定め、当該計画に沿った取組を進めるよう努めます。 

 

６ アンケート調査の実施 

 障がい者の生活実態や意向を把握するために、平成２６年６月に「常滑市福祉に関するア

ンケート調査」を実施しました。障がい福祉サービス受給者を対象に実施し、今後のサービ

ス利用などの意向について把握を行いました。 

 

（１）調査の概要 

・調査対象者 常滑市で障がい福祉サービスを受けている方 

・調査期間  平成２６年６月１１日～６月３０日 

・調査方法  郵送配布・回収 

 

・配布回収数 

 配付数 

（A） 

有効回収数 

（B） 

有効回収率 

（B／A×１００） 

障がい福祉サービス受給者 ２８８件 １７６件 ６１．１１％ 

・質問項目数 ２５問  
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（２）アンケート結果について 

 本計画における障がい福祉サービス等の見込量を算定するにあたり、必要な事項について、

アンケート結果から抜粋し、分析を行いました。 

 （注） 表中の網掛けは、濃い色が第１位の項目、薄い色が第２位の項目を表しています。 

 

問５ あなたを介助してくれる方は主に誰ですか。 

 回 答 件 数 割 合（％） 

１ 父母、祖父母、兄弟 １１２ ６３．６４ 

２ 配偶者（夫または妻） １０ ５．６８ 

３ 子ども ３ １．７０ 

４ ホームヘルパーや施設の職員 ５６ ３１．８２ 

５ その他の人（ボランティア等） ５ ２．８４ 

 

【アンケート結果より】 

・介助者が家族の場合が、全体の約７割を占めており、介助者の高齢化などに伴い、グルー

プホームや短期入所、日中一時支援などの利用度が増すことが見込まれます。 

 

問１３ 今後、あなたはどのように暮らしていきたいですか。 

 回 答 件 数 割 合（％） 

１ 今の暮らしを維持したい ９２ ５２．２７ 

２ グループホームなどを利用したい ４７ ２６．７０ 

３ 家族と一緒に生活したい ４２ ２３．８６ 

４ その他  医療対応できる施設に移りたい ３ 

    自分に合った環境で生活したい １ 

    一人暮らしをしたい １ 

    支えてくれる人と暮らしたい １ 

    わからない  １０ 

１６ ９．０９ 

【アンケート結果より】 

・現状維持や家族との生活を望む意見が約７割を占める一方、グループホームの利用につい

ても３割弱の要望があります。 

 

問１４ 地域で生活するには、どのような支援があればよいと思いますか。 

 回 答 件 数 割 合（％） 

１ 医療ケアなどの在宅での利用 ５１ ２８．９８ 

２ 障がい者に適した住宅の確保 ７３ ４１．４８ 

３ 必要な在宅サービスの適切な利用 ７６ ４３．１８ 

４ 生活訓練等の充実 ７３ ４１．４８ 

５ 相談対応等の充実 ８８ ５０．００ 

６ 地域住民等の理解 ８４ ４７．７３ 
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７ その他  支援者の補充 １ 就職支援 １ 

      遠距離の通院介助 １  

      障がい児の一時あずかり １  

      学習障がい児に対応した支援（学習等） １ 

      家族に対する支援 １   余暇活動の充実 １ 

７ ３．９８ 

【アンケート結果より】 

・相談対応等の充実、地域住民等の理解についての要望が高い一方、住宅の確保、在宅サー

ビスの適切な利用、生活訓練等の充実についての要望も高く、地域で生活する上での課題と

なっています。 

 

問１６ あなたは次のサービスを利用していますか。また、今後利用したいと考えますか。 

 回 答 現在利用しているか 今後利用したいか 

利用している 割合（％） 利用したい 割合（％） 

① 居宅介護 ２１ １１．９３ ４６ ２６．１４ 

② 重度訪問介護 ２ １．１４ ３３ １８．７５ 

③ 同行援護 ３ １．７０ １８ １０．２３ 

④ 行動援護 １９ １０．８０ ５１ ２８．９８ 

⑤ 重度障がい者等包括支援 ２ １．１４ ２３ １３．０７ 

⑥ 生活介護 ４１ ２３．３０ ６４ ３６．３６ 

⑦ 自立訓練 

（機能訓練、生活訓練） 

３４ １９．３２ ５６ ３１．８２ 

⑧ 就労移行支援 １５ ８．５２ ５４ ３０．６８ 

⑨ 就労継続支援（A,B型） ４２ ２３．８６ ６５ ３６．９３ 

⑩ 療養介護 １ ０．５７ ２９ １６．４８ 

⑪ 短期入所 １９ １０．８０ ５９ ３３．５２ 

⑫ 共同生活援助 

（グループホーム） 

２２ １２．５０ ７２ ４０．９１ 

⑬ 施設入所支援 ２９ １６．４８ ５８ ３２．９５ 

⑭ 相談支援 ４７ ２６．７０ ９９ ５６．２５ 

⑮ 児童発達支援 １１ ６．２５ ２１ １１．９３ 

⑯ 放課後等デイサービス １５ ８．５２ ２４ １３．６４ 

⑰ 保育所等訪問支援 １ ０．５７ １２ ６．８２ 

⑱ 医療型児童発達支援 ２ １．１４ １５ ８．５２ 

⑲ 福祉型児童入所支援 １ ０．５７ １５ ８．５２ 

⑳ 医療型児童入所支援 １ ０．５７ １５ ８．５２ 

【アンケート結果より】 

・相談支援やグループホームの利用についての利用希望が高くなっています。 

・また、あまり使われていないサービス（同行援護、療養介護など）についても、利用希望

があり、今後必要性が増すと考えられます。 
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Ⅱ 目標年次における障がい者推計  

１ 障がい者の現状 

 

（１）障がい種別ごとの手帳所持者数の推移 

 常滑市の障がい児・者数は（身体障がい者手帳、療育手帳または精神障がい者保健福祉手

帳の所持者、重複含む）は、平成２６年４月１日現在で、２，５０４人、人口に対する割合

は４．３６％となっています。（表２－１） 

 障がい児・者数及び人口に占める障がい者の割合はいずれも増加傾向にあり、特に精神障

がい者の数値は、高い伸びを示しています。 

 

表２－１ 障がい者数及び人口に占める割合の推移（各年度４月１日現在） 

 

 

  

1629 1635 1659 1707 1721 1704 1771 1791 1805 

282 293 300 
318 320 335 

351 352 356 142 155 166 
197 208 231 

284 315 343 

3.93％ 3.94％ 3.95％ 4.04％ 4.05％ 4.06％ 
4.2％ 

4.32％ 4.36％ 

0％ 

1％ 

2％ 

3％ 

4％ 

0人 

500人 

1,000人 

1,500人 

2,000人 

2,500人 

3,000人 

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

身体障がい者 知的障がい者 精神障がい者 人口に占める割合 

2,249 

2,504 
2,406 

2,222 
2,270 

2,458 

2,125 2,053 2,083 
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（２）身体・知的障がい児・者別の推移 

 平成２６年４月１日現在の身体障がい児・者数は、１，８０５人で、１８歳未満２７人 

（全体の１．５％）に対して、１８歳以上１，７７８人（同９８．５％）となっています。 

 （表２－２） 

 一方、知的障がい児・者数（療育手帳所持者）は、３５６人で、１８歳未満が１００人（全

体の２８．１％）、１８歳以上が、２５６人（同７１．９％）であり、身体障がいに比べて

１８歳未満の占める割合が高く、全体の３割弱を占めています。（表２－３） 

 

 

表２－２ 身体障がい児・者別の推移（各年度４月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表２－３ 知的障がい児・者別の推移（各年度４月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

27 22 24 27 27 26 25 25 27 

1,602  1,613  1,635  1,694  1,694  1,678  
1,746  1,766  1,778  

0人 

400人 

800人 

1,200人 

1,600人 

2,000人 

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

１８歳未満 １８歳以上 

66 66 67 
78 77 

92 
101 99 100 

216 
227 233 240 243 243 250 253 256 

0人 

50人 

100人 

150人 

200人 

250人 

300人 

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

１８歳未満 １８歳以上 
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（３）精神障がい者、自立支援医療（精神通院）利用者数の推移 

 平成２６年４月１日現在の精神障がい者は、３４３人で、平成１８年度と比べ２．４倍に

増加しています。（表２－４） 

 また、自立支援医療（精神通院）利用者数は、５６９人で平成１８年度と比べ１．９倍に

増加しています。 

 

表２－４精神障がい者数、自立支援医療（精神通院）利用者数の推移（各年度４月１日現在） 

 

 

２．計画目標年次の人口設定と障がい者推計 

 平成２６年３月末現在の常滑市の人口は、５７，４２６人、手帳所持者数は２，５０４人

で、「第３次常滑市障がい者基本計画」で見込んだ数値を上回っています。 

今回、本計画の策定にあたり、「第５次常滑市総合計画」の人口推計を基に、目標年次及

び期間内の年度ごとの人口総数と障がい者手帳所持者数を下表のとおり推計しました。 

（表２－５） 

 

表２－５ 人口及び障がい者手帳所持者の推計 

区  分 
第３期 第４期 

26年度 27年度 28年度 29年度 

人口総数（人）（※） 57,426 58,185 58,681 59,164 

手帳所持者数 （人） 2,504 2,572 2,643 2,718 

対人口比率 （％） 4.36 4.42 4.50 4.59 

内 
 

訳 

身体障がい者手帳所持者数（人） 1,805 1,833 1,861 1,889 

対人口比率 （％） 3.14 3.15 3.17 3.19 

療育手帳所持者数 （人） 356 362 369 375 

対人口比率 （％） 0.62 0.62 0.63 0.63 

精神障がい者保健福祉手帳所持者数(人） 343 377 414 454 

対人口比率（％） 0.60 0.65 0.71 0.77 

※ 資料：平成２６年（住民基本台帳） 平成２７～平成２９年（コーホート変化率法による推計） 
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３．障がい福祉施策関連扶助費の現状 

 常滑市の障がい福祉施策関連扶助費は、障がい者数の増加に伴いサービスの利用が増加し

ていることから毎年増加しています。主な原因としては、訪問系の居宅介護サービスや日中

活動系の施設サービスの利用者数の増加が挙げられます。 

 

表２－６ 扶助費（障がい福祉費決算額）の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表２－７ 扶助費の内訳の推移                   （単位：千円） 

 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 

居 宅 介 護 ３８，３８５ ３８，２５７ ４０，９２２ ４４，１１７ 

自立支援給付 ３２２，５３２ ３４４，８１０ ３９４，１１４ ４２４，４６３ 

地域生活支援事業 ３３，７５０ ３５，４５７ ３５，７５６ ３８，５２７ 

自立支援医療 １１，８６７ ２３，８２１ ２１，３３０ ２５，７１８ 

障害者福祉手当 ８１，９５９ ７５，１４５ ７４，９０４ ７６，０９５ 

合     計 ４８８，４９３ ５１７，４９０ ５６７，０２６ ６０８，９２０ 
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Ⅲ 障がい福祉サービス等の数値目標及び見込み量 

１ 策定の趣旨及び位置づけ 

 本項目では基本指針に即して、平成２９年度の数値目標を設定します。また、数値目標及

びこれまでの実績等を踏まえ、平成２７年度から平成２９年度までの３か年における障がい

福祉サービス等の見込み量を定めて常滑市におけるサービス提供体制の計画的な整備を図

るものです。 

 

２ 障がい福祉サービスに関する数値目標 

（１）福祉施設の入所者の地域生活への移行 

 地域生活への移行を進める観点から、施設入所者のうち、今後、生活介護及び自立訓練な

どの日中活動系サービスを利用しグループホームや一般住宅に移行する者の数を見込み、そ

の上で、２５年度末と比較した施設入所者の減少数の数値目標を設定しました。 

 

①平成２５年度末時点の施設入所者のうち地域生活に移行する者の数 

平成２９年度末の目標値 ３人 

 

目標値設定に 

あたっての考え方 

 下記、国指針及びこれまでの実績や施設入所が真に必要と

判断される者の数、家族等の受け入れ状況を踏まえ、平成２

５年度末時点の常滑市の施設入所者（２７人）の１２％であ

る３人を地域生活に移行する者の数として設定。（表３－１） 

国指針 

（目標値設定に 

当たっての指針） 

 平成２９年度末における地域生活に移行する者の目標値

を設定する。当該目標値の設定に当たっては、平成２５年度

末時点の施設入所者数の１２％以上が地域生活に移行する

こととする。 

 また、第３期障害福祉計画で定めた数値目標が達成されな

いと見込まれる場合には、当該未達成分の割合を平成２９年

度末における目標値に加えた割合以上を目標値として設定

する。 

第１期から第３期計画の実績 

実績 第１期（平成２０年度末） 第２期（平成２３年度末） 第３期（平成２６年度末見込） 

目標値（Ａ）（※） ５人 ４人 ４人 

実績（Ｂ）（※） １人 ２人 ０人 

達成率（Ｂ／Ａ×１００） ２０％ ５０％ ― 

※ 目標者数及び実績については、平成１７年１０月１日の入所者数（２７人）を基準とし算定及び集計 

 しています。  
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 ②平成２５年度末時点と比較した施設入所者の減少数 

平成２９年度末の目標値 １人 

 

目標値設定に 

あたっての考え方 

 下記、国指針を踏まえ、平成２５年度末時点の常滑市の施

設入所者（２７人）の４％である１人を施設入所者の減少数

として設定。（表３－１） 

国指針 

（目標値設定に 

当たっての指針） 

 平成２９年度末の施設入所者数を平成２５年度末時点の

施設入所者から４％以上削減することを基本として、これま

での実績および地域の実情を踏まえて設定。 

 また、第３期障害福祉計画で定めた数値目標が達成されな

いと見込まれる場合には、当該未達成分の割合を平成２９年

度末における目標値に加えた割合以上を目標値として設定

する。 

 

表３－１ 施設入所者数の推移（各年度末時点） 

 

 

第１期から第３期計画の実績 

実績 第１期（平成２０年度末） 第２期（平成２３年度末） 第３期（平成２６年度末見込） 

目標値（Ａ）（※） ２人 －２人 －５人 

実績（Ｂ）（※） －４人 －３人 ０人 

達成率（Ｂ／Ａ×１００） －２００％ ５０％ ― 

※ 目標者数及び実績については、平成１７年１０月１日の入所者数（２７人）を基準とし算定及び集計 

  しています。 
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（２）地域生活支援拠点等の整備 

 障がい者の高齢化、重度化や「親亡き後」を見据え、地域で生活する障がい者を支援する

ため、地域内の関係機関が相互に連携した拠点の整備を図ります。具体的には、①２４時間

相談受付体制の整備②緊急時にショートステイできる施設の整備③グループホームの整備

④日中活動の場、在宅医療等との連携が求められており、協議会等の場において、関係機関

や障がいのある人等が参画して、市の課題に応じた整備内容を検討していきます。 

平成２９年度末の目標値 １か所 

 

目標値設定に 

あたっての考え方 

下記、国指針を踏まえ設定。 

国指針（目標値設定に 

当たっての指針） 

 平成２９年度末までに、地域生活を支援する機能の集約を

行う拠点等を、各市町村又は圏域に少なくとも１つを整備。 

 

（３）福祉施設から一般就労への移行等 

 就労移行支援事業等の推進により、障がい者の福祉施設から一般就労への移行を進めると

ともに、福祉施設における雇用の場を拡大するため、目標値を設定します。 

 

 ①就労移行支援事業等（※）を通じて、平成２９年度中に一般就労する者の数 

平成２９年度末の目標値 ６人 

 

目標値設定に 

あたっての考え方 

 下記、国指針及び過去の実績等を踏まえ、平成２４年度の一般就労

への移行実績（３人）の２倍である６人を就労移行支援事業所等を通

じて一般就労する者の数として設定。（表３－２） 

国指針 

（目標値設定に 

当たっての指針） 

 福祉施設の利用者のうち、就労移行支援事業等を通じて、平成２９

年度中に一般就労に移行する者の目標値を設定する。 

当該目標値の設定に当たっては、平成２４年度の一般就労への移行実

績の２倍以上とすることを基本とする。 

 

第１期から第３期計画の実績 

実績 第１期（平成２０年度末） 第２期（平成２３年度末） 第３期（平成２６年度末見込） 

目標値（Ａ） ２人 ４人 ２人 

実績（Ｂ） ３人 ３人 ９人 

達成率（Ｂ／Ａ×１００） １５０％ ７５％ ４５０％ 
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表３－２ 福祉施設から一般就労への移行者数の推移 

区  分 

第１期 第２期 第３期 

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度

見込 

福祉施設から一般就労 

への移行者数 
３人 ０人 ０人 ０人 １人 ２人 ３人 ２人 ４人 

※就労移行支援事業等：生活介護、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援を行う事業をいう。 

 

 ②就労移行支援事業の利用者数等 

ア 就労移行支援事業の利用者数 

 

平成２９年度末の目標値 ５人 

 

目標値設定に 

あたっての考え方 

 下記、国指針及び過去の実績を踏まえ、平成２５年度末に

おける利用者数（３人）の６割以上の５人を就労移行支援事

業の利用者数として設定。 

国指針 

（目標値設定に 

あたっての指針） 

 平成２９年度末における利用者数が平成２５年度末にお

ける利用者数の６割以上増加すること。 

 

第１期から第３期計画の実績 

実績 第１期（平成２０年度末） 第２期（平成２３年度末） 第３期（平成２６年度末見込） 

目標値（Ａ） － － ５人 

実績（Ｂ） － － ３人 

達成率（Ｂ／Ａ×１００） － － ６０％ 

 

イ 就労移行支援事業所ごとの就労移行率 

 

平成２９年度末の目標値 ５０％ 

 

目標値設定に 

あたっての考え方 

 下記、国指針どおりとする。 

 

国指針 

（目標値設定に 

当たっての指針） 

就労移行支援事業所のうち、就労移行率が３割以上の事業所

を全体の５割以上とすること。 
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３ 障がい福祉サービスに関する各サービスの見込み量 

（１）訪問系サービス 

第１期から第３期の実績 

サービスの 
種類 

見込量・実績 

第１期 第２期 第３期 
18 
年度 

19 
年度 

20 
年度 

21 
年度 

22 
年度 

23 
年度 

24 
年度 

25 
年度 

26 

年度 

(※２) 

居宅介護 

見込量（Ａ）利用時間 
3,900 8,196 8,604 12,334 12,462 12,566 10,940 11,320 11,700 

実績（Ｂ） 利用時間 3,729 7,972 9,327 10,383 10,857 10,932 11,706 11,980 12,383 

Ｂ/Ａ（％） 95.6 97.3 108.4 84.2 87.1 87.0 107.0 105.8 105.8 

重度訪問介護 

見込量（Ａ）利用時間    0 0 0 0 0 0 

実績（Ｂ） 利用時間 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

Ｂ/Ａ（％） － － － 0 0 0 0 0 0 

行動援護 

見込量（Ａ）利用時間    24 24 48 24 48 48 

実績（Ｂ） 利用時間 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

Ｂ/Ａ（％）  － － － 0 0 0 0 0 0 

同行援護 
（※１） 

見込量（Ａ）利用時間       24 24 36 

実績（Ｂ） 利用時間       161 140 170 

Ｂ/Ａ（％）       670.8 583.3 472.2 

小    計 

見込量（Ａ）利用時間 3,900 8,196 8,604 12,358 12,486 12,614 10,988 11,392 11,784 

実績（Ｂ） 利用時間 3,729 7,972 9,327 10,407 10,881 10,980 11,754 12,052 12,553 

Ｂ/Ａ（％） 95.6 97.3 108.4 84.2 87.1 87.0 107.0 105.8 106.5 

重度障害者等 
包括支援 

見込量（Ａ）利用時間    0 0 0 0 0 0 

実績（Ｂ） 利用時間 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

Ｂ/Ａ（％） － － － 0 0 0 0 0 0 

※１ 平成２３年１０月からサービス開始。計画策定は第３期から。 

※２ 平成２６年度実績は平成２６年４月～９月分の数値から見込んだものです。 

 

表３－３ 訪問系サービス延利用時間数の推移 
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実施に関する考え方 見込量確保のための方策 

 訪問系サービスについては、増加傾向にあり、地域移

行を進める観点から増加を見込んでいます。（表３－３） 

 居宅介護については、平成２５年度実績に、平成２３

年度から平成２５年度の平均伸び率を乗じています。 

 同行援護については、近年の実績等を考慮し見込んで

います。 

 重度訪問介護、行動援護、重度障害者等包括支援は、

利用実績はありませんが、行動援護については、今後の

利用を見込み算定しています。 

 障がいのある人とその家族が安心し

て暮らせるよう福祉サービスを継続し

て実施するとともに、更なる充実に努め

ます。また、障がい者へのサービスに対

応できるヘルパーの増強に向け、関係機

関の協力を得ながら充実に努めます。 

 同行援護、行動援護事業については、

利用者の需要に対応したサービス提供

体制の確保に努めます。 

サービスの 
種類 

サービスの概要 

第4期見込量 

27年度 28年度 29年度 

居宅介護 

延利用時間数 

（時間／月） 

 居宅介護の支給が必要と判断された障がい

のある人の家庭にヘルパーを派遣し、入浴・排

せつ・食事等の身体介護、調理・洗濯・掃除等

の家事援助を行うものです。 

市内事業所：社会福祉協議会、あかり 

１２,８０１ 

（１，０６７) 

１３,２３２ 

（１，１０３） 

１３,６７９ 

（１，１４０） 

利用人数／月 ５０人 ５２人 ５４人 

重度訪問介護 
延利用時間数 

（時間／月） 

 重度の肢体不自由者で常に介護を必要とす

る人に、ヘルパーを派遣し、入浴・排せつ・食

事等の介護、外出時における移動中の介護を行

うものです。 

市内事業所：社会福祉協議会、あかり 

０ 

（０） 

０ 

（０） 

０ 

（０） 

利用人数／月 ０人 ０人 ０人 

行動援護 

延利用時間数 

（時間／月） 

 知的障がい、精神障がいによって行動上著し

い困難があり、常時介護を要する障がいのある

人に対してヘルパーを派遣し、行動する際に生

じうる危険を回避するための支援や外出時に

おける移動中の介護を行うものです。 

市内事業所：なし 

２４ 

（２） 

４８ 

（４） 

４８ 

（４） 

利用人数／月 １人 ２人 ２人 

同行援護 

延利用時間数 

（時間／月） 

 視覚障がいにより移動に著しい困難をお持

ちの方に移動の援護、代筆や代読を含む視覚的

情報の支援、排せつや食事等の介護、その他外

出する際に必要となる援助を行うものです。 

市内事業所：なし 

１６０ 

（１３） 

３００ 

（２５） 

３００ 

（２５） 

利用人数／月 １人 ２人 ２人 

小   計 

（時間／月） 

 １２,９８５ 

（１，０８２） 

１３,５８０ 

（１，１３２） 

１４,０２７ 

（１，１６９） 

重度障害者等 
包括支援 

延利用時間数 

（時間／月） 

 意思の疎通に著しい困難を伴う重度障がい

のある人に対して居宅介護をはじめとする複

数のサービスを包括的に行うものです。 

市内事業所：なし 

０ ０  ０ 

利用人数／月 （０人） （０人） （０人） 
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（２）日中活動系サービス 

第１期から第３期の実績 

サービス 
の種類 

見込量・実績 
第１期 第２期 第３期 

18 
年度 

19 
年度 

20 
年度 

21 
年度 

22 
年度 

23 
年度 

24 
年度 

25 
年度 

26年度 

（※） 

生活介護 

見込量（Ａ）利用日数 846 1,692 2,184 10,406 16,063 21,050 20,976 22,632 26,772 

実績（Ｂ） 利用日数 816 1,728 8,012 8,397 8,727 9,297 16,130 17,237 17,800 

Ｂ/Ａ（％） 96.5 102.1 366.8 80.7 54.3 44.2 76.9 76.2 66.5 

自立訓練 
（機能訓練／
生活訓練） 

見込量（Ａ）利用日数 0 0 0 0 504 504 828 1,380 1,380 

実績（Ｂ） 利用日数 0 0 204 330 273 326 788 783 610 

Ｂ/Ａ（％） 0 0 0 0 54.2 64.7 95.2 56.7 44.2 

就労移行支援 

見込量（Ａ）利用日数 0 0 0 0 0 1512 552 1104 1,380 

実績（Ｂ） 利用日数 0 62 449 0 0 188 473 618 720 

Ｂ/Ａ（％） 0 0 0 0 0 12.4 15.0 43.6 52.2 

就労継続支援
（A型） 

見込量（Ａ）利用日数 0 0 0 0 0 0 0 276 276 

実績（Ｂ） 利用日数 0 0 0 0 0 0 83 481 570 

Ｂ/Ａ（％） 0 0 0 0 0 0 0 174.3 206.5 

就労継続支援
（B型） 

見込量（Ａ）利用日数 0 972 972 3,110 3,110 10,166 16,836 17,940 18,216 

実績（Ｂ） 利用日数 0 744 571 2,703 4,074 5,423 9,570 15,825 16,100 

Ｂ/Ａ（％） 0 76.5 58.7 86.9 131.0 53.3 56.8 88.2 88.4 

療養介護 

見込量（Ａ）利用人数 1 1 1 1 1 1 5 5 5 

実績（Ｂ） 利用人数 1 1 1 1 1 1 4 3 4 

Ｂ/Ａ（％） 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 80.0 60.0 80.0 

短期入所 

見込量（A）利用日数 360 852 1,008 817 879 915 996 1,046 1,097 

実績（B） 利用日数 486 432 526 531 823 913 826 510 610 

Ｂ/Ａ（％） 135.0 50.7 52.2 65.0 93.6 99.8 82.9 48.8 55.6 

※ 平成２６年度実績は平成２６年４月～９月分の数値から見込んだものです。 

 

実施に関する考え方 見込量確保のための方策 

 平成２４年度から平成２５年度

の伸びおよび今後の特別支援学校

の年度別卒業予定者数を踏まえ

て、見込み量を算出しています。

（表３－４） 

 就労移行支援については、国指

針に基づき、平成２９年度末の利

用者数が平成２５年度末の利用者

から６割以上増加するよう見込ん

でいます。 

 障がいのある人の状態や希望に合わせて選択できるよう必

要量を見込み、日中活動の場の整備に努めます。 

 障がいのある人の就労機会の拡大については、障害者就業・

生活支援センターや公共職業安定所との連携を強化し、一般企

業等への雇用に対する啓発に努め、就労に向けた支援体制の充

実を図ります。 

 また、「常滑市障がい者就労施設等からの物品等の調達の推

進を図るための方針」を定め、市における物品等の優先的な調

達を図ることで、障がい者の工賃等の向上を目指します。 

 現在、市内に短期入所できる施設がないため、介護者が病気

になった時などに対応できる体制の確保に努めます。 
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サービス 
の種類 

サービスの概要 
第4期見込量 

27年度 28年度 29年度 

生活介護 

延利用日数 

（日数／月） 

 常時介護が必要な障がいのある人を対象に、昼

間、入浴、排せつ、食事の介護などを行うとともに、

創作的活動または生産活動の機会を提供するもの

です。市内事業所：デイセンターおおそ 

         ワークセンターかじま 

１９,６６０ 

（１，６３８） 

２０,９９６ 

（１，７５０） 

２２,４２３ 

（１，８６９） 

利用人数／月 ８５人 ８７人 ９６人 

自立訓練 
（機能訓練）

延利用日数 

（日数／月） 

利用人数／月 

 機能訓練は、支援が必要な身体障がいのある人を

対象に、一定期間、身体機能又は生活能力の向上の

ために必要な訓練を行うものです。 

 生活訓練は、支援が必要な知的障がい・精神障が

いのある人を対象に、一定期間、生活能力の向上の

ために必要な訓練を行うものです。 

市内事業所：レインボーハウス（生活訓練） 

６０ 

（５） 

１人 

６０ 

（５） 

１人 

６０ 

（５） 

１人 

自立訓練 
（生活訓練）

延利用日数 

（日数／月） 

利用人数／月 

６６０ 

（５５） 

１０人 

７２０ 

（６０） 

１１人 

８００ 

（６７） 

１２人 

就労移行

支援 
延利用日数 

（日数／月） 

 一般企業への就労を希望し、知識、能力の向上、

職場開拓を通じ、一般企業への雇用又は在宅就労等

が見込まれる人に、一定期間、就労に必要な知識及

び能力を修得するための訓練を行うものです。 

市内事業所：地域交流センターしんめい 

７５２ 

（６３） 

１,００２ 

（８４) 

１,２５３ 

(１０４） 

利用人数／月 ３人 ４人 ５人 

就労継続

支援（A型） 

延利用日数 

（日数／月） 

 就労に必要な知識・能力の向上を図ることによっ

て、雇用契約に基づく就労が可能と見込まれる人

に、雇用に基づく就労機会の提供や一般雇用に必要

な知識及び能力を修得するための訓練を行うもの

です。市内事業所：なし 

６７２ 

（５６） 

８９６ 

（７５） 

１,１２０ 

（９３） 

利用人数／月 ３人 ４人 ５人 

就労継続

支援（B型） 

延利用日数 

（日数／月） 

 年齢や体力の面で雇用されることや就労移行支

援及び就労継続支援 A 型を利用することが困難な

人や、就労移行支援事業を利用したが一般企業への

雇用に結びつかなかった人、５０歳に達している人

などに一定の賃金水準に基づく就労の場を提供す

るとともに雇用形態への移行に必要な知識及び能

力を修得するための訓練を行うものです。 

市内事業所：ワークセンターかじま、ワークセンターしん

めい、レインボーハウス 

１６,５２４ 

（１，３７７） 

１６,８５４ 

（１，４０５） 

１７,１９１ 

（１，４３３） 

利用人数／月 ８４人 ８６人 ９０人 

療養介護 

利用人数／月 

 

 医療と常時の介護を必要とする人に、主として昼

間に医療機関で機能訓練、療養上の管理、看護、医

学的管理の下での介護及び日常生活の世話を行う

ものです。市内事業所：なし 

５人 ５人 ５人 

短期入所 

（福祉型） 

延利用日数 

（日数／月） 

利用人数／月 

 居宅で介助（介護）する人が病気などの理由によ

り、障がい者支援施設やその他の施設へ短期間の入

所を必要とする障がいのある人に対して、短期間、

夜間も含め施設で入浴、排せつ、食事の介護等を行

うものです。 

市内事業所：なし 

７３１ 

（６１） 

１６人 

８４２ 

（７０） 

１８人 

９５３ 

（７９） 

２１人 

短期入所 

（医療型） 

延利用日数 

（日数／月） 

利用人数／月 

０ 

（０） 

０人 

０ 

（０） 

０人 

０ 

（０） 

０人 
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表３－４ 特別支援学校高等部の学年別生徒数 （平成２６年５月１日現在） 

学年 １年 ２年 ３年 

常滑市生徒数 １４名 ４名 １２名 

卒業予定時期 平成２９年３月 平成２８年３月 平成２７年３月 

 

（３）居住系サービス 

第１期から第３期の実績 

サービス 
の種類 

見込量・実績 
第１期 第２期 第３期 

18 
年度 

19 
年度 

20 
年度 

21 
年度 

22 
年度 

23 
年度 

24 
年度 

25 
年度 

26年度 

（※） 

共同生活援助 
(グループホーム） 

見込量（Ａ）実利用者 
17 17 20 20 20 24 31 31 35 

実績（Ｂ） 実利用者 18 17 21 24 23 25 26 29 31 

Ｂ/Ａ（％） 105.9 100.0 105.0 120.0 115.0 104.2 83.9 93.5 88.6 

施設入所支援 

見込量（Ａ）実利用者 3 3 5 27 27 31 30 32 32 

実績（Ｂ） 実利用者 3 7 14 25 25 31 29 27 27 

Ｂ/Ａ（％） 100.0 233.3 280.0 92.6 92.6 100.0 96.7 84.4 84.4 

※ 平成２６年度実績は平成２６年４月～９月分の数値から見込んだものです。 

実施に関する考え方 見込量確保のための方策 

 グループホームについては、平成２７年

度、施設増による利用者の増加を見込むと

ともに、平成２４年度から平成２５年度の

伸びを踏まえ、見込み量を算出しています。 

 施設入所支援については、国指針に基づ

き、平成２９年度末の施設入所者数が平成

２５年度末時点から４％以上削減するよう

見込んでいます。 

 アンケート結果からも、グループホーム利用の期待

度は高く、更なる増設が望まれています。県が、戸建

て住宅をグループホームとして活用する場合の要綱

を定めるなど規制緩和も進んでおり、今後も関係機関

と協議を行い、提供体制の確保に努めます。 

 また、全ての人がグループホームのような居住形態

を望んでいるわけではないことから、公営住宅や一般

住宅を社会資源の一つとして活用するなど、様々なニ

ーズに対応した居住の場（サテライト型住居など）の

確保に努めます。 

サービスの種類 サービスの概要 
第4期見込量 

27年度 28年度 29年度 

共同生活援助 

（グループホーム） 

利用人数／月 

 夜間や休日、共同生活を営む住居で、相談、

入浴、排せつ又は食事の介護、その他の日常

生活上の援助を行うものです。 

実施施設数（２６年１０月末） 

市内  ４か所 市外  ８か所 

３７ ３８ ４０ 

施設入所支援 

利用人数／月 

 施設に入所する人を対象に、夜間や休日、

入浴、排せつ、食事の介護などを行うもので

す。 

実施施設数（２６年１０月末） 

市外  １１か所 

２７ ２６ ２６ 
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（４）計画相談支援等 

第１期から第３期の実績 

サービス 
の種類 

見込量・実績 
第１期 第２期 第３期 

18 
年度 

19 
年度 

20 
年度 

21 
年度 

22 
年度 

23 
年度 

24 
年度 

25 
年度 

26年度 

（※２） 

計画相談 
支援 

見込量（Ａ）実利用者数 0 1 2 3 3 4 50 100 200 

実績（Ｂ） 実利用者数 0 2 0 0 0 0 28 234 237 

Ｂ／Ａ（％） 0 200.0 0 0 0 0 56.0 234.0 118.5 

地域移行支援

（※１） 

見込量（Ａ）実利用者数       1 3 5 

実績（Ｂ） 実利用者数       0 0 0 

Ｂ／Ａ（％）       0 0 0 

地域定着支援

（※１） 

見込量（Ａ）実利用者数       2 2 2 

実績（Ｂ）実利用者数       0 0 0 

Ｂ／Ａ（％）       0 0 0 

※１平成２４年４月からサービス開始。計画策定は第３期から。 

※２ 平成２６年度実績は平成２６年４月～９月分の数値から見込んだものです。 

 

実施に関する考え方 見込量確保のための方策 

 計画相談支援については、国の考え方を踏まえ、

障がい福祉サービス及び地域相談支援の利用者す

べてを対象として見込んでいます。 

 地域移行支援及び地域定着支援については、こ

れまで支給実績はありませんが、地域への移行を

進める観点から利用を見込んでいます。 

 利用者本位のケアマネジメントが展開でき

るよう、常滑市障がい者総合支援協議会を核

として、関係機関などとの連携・協力を進め、

地域相談支援体制の整備、充実を図ります。 

 また、発達障がいや高次脳機能障がいの方、

困難ケースに対応できる専門的な相談支援体

制の構築を図ります。 

サービスの種類 サービスの概要 
第4期見込量 

27年度 28年度 29年度 

計画相談支援 

実利用者数 

（利用人数／月） 

 

 サービス等利用計画を作成し、サービスの利

用調整やモニタリングなどを行うものです。 

市内事業所：社会福祉協議会 

２５７ 

（２１） 

２７７ 

（２３） 

２９７ 

（２５） 

地域移行支援 

利用人数／月 

 

 入院中の精神障がい者や、福祉施設入所者に

対し、住居の確保や福祉サービス体験利用等の

外出に同行支援を行い、地域における生活に移

行するための支援や相談を行うものです。 

市内事業所：社会福祉協議会 

3 3 3 

地域定着支援 

利用人数／月 

 単身で生活する障がい者や、家族の状況など

により同居している家族の支援を受けられない

障がい者に対し、常時の連絡体制を確保し、緊

急の事態において相談支援を行うものです。 

市内事業所：社会福祉協議会 

２ ２ ２ 
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（５）障がい児通所支援 

第１期から第３期の実績 

サービスの 
種類 

見込量・実績 
第１期 第２期 第３期 

18 
年度 

19 
年度 

20 
年度 

21 
年度 

22 
年度 

23 
年度 

24 
年度 

25 
年度 

26 
年度 

児童発達支援※ 

見込量（Ａ）利用日数          
実績（Ｂ） 利用日数       2,776 4,451 6,240 

Ｂ／Ａ（％）       － － － 

放課後等 

デイサービス※ 

見込量（Ａ）利用日数          

実績（Ｂ） 利用日数       244 2,171 3,760 

Ｂ／Ａ（％）       － － － 

保育所等 

訪問支援※ 

見込量（Ａ）利用日数          

実績（Ｂ） 利用日数       0 0 0 

Ｂ／Ａ（％）       － － － 

医療型児童 

発達支援※ 

見込量（Ａ）利用日数          

実績（Ｂ） 利用日数       256 220 21 

Ｂ／Ａ（％）       － － － 

※平成２４年４月からサービス開始（児童福祉法改正による）。計画策定は第４期から。 

実施に関する考え方 見込量確保のための方策 

近年の実績等を見込んでいます。 障がい児が必要な支援を受けることができるよ

う、制度の周知及び療育の場の充実に努めます。 

サービスの種類 サービスの概要 
第4期見込量 

27年度 28年度 29年度 

児童発達支援 

延利用日数 

（利用日数／月） 

 日常生活における基本的な動作の指導、知識技

能の付与、集団生活への適応訓練、その他必要な

支援を行うものです。 

市内事業所：児童発達支援センターちよがおか 

特定非営利活動法人とこっこ（野花、野っこ） 

ライトハウス 

6,500 

(542) 

6,700 

(558) 

6,900 

(575) 

利用人数／月 40人 41人 42人 

放課後等 
デイサービス 

延利用日数 

（利用日数／月） 

 授業の終了後又は学校休業日に、施設に通わ

せ、生活能力向上のために必要な訓練、社会との

交流の促進その他必要な支援を行うものです。 

市内事業所：特定非営利活動法人とこっこ（野花、野っこ） 

4,500 

(375) 

4,650 

(388) 

4,800 

(400) 

利用人数／月 35人 37人 38人 

保育所等訪問支援 
延利用日数 

（利用日数／月） 

 保育所等を訪問し、障がい児に対して、障がい

児以外の児童との集団生活への適応のために専

門的な支援その他必要な支援を行うものです。 

市内事業所：児童発達支援センターちよがおか 

20 

(2) 

20 

(2) 

20 

(2) 

利用人数／月 1人 1人 1人 

医療型児童発達支援 

延利用日数 

（利用日数／月） 

 上肢・下肢又は体幹などに障がいのある児童に

対して、児童発達支援及び治療を行うものです。 

市内事業所：なし 

240 

(20) 

240 

(20) 

240 

(20) 

利用人数／月 2人 2人 2人 
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（６）障がい児相談支援 

第１期から第３期の実績 

サービスの 
種類 

見込量・実績 
第１期 第２期 第３期 

18 
年度 

19 
年度 

20 
年度 

21 
年度 

22 
年度 

23 
年度 

24 
年度 

25 
年度 

26 
年度 

障がい児相談
支援 

見込量（Ａ）利用者数         － 
実績（Ｂ） 利用者数       0 0 80 
Ｂ/Ａ（％）       － － － 

※平成２４年４月からサービス開始（児童福祉法改正による）。計画策定は第４期から。 

 

実施に関する考え方 見込量確保のための方策 

近年の実績等を考慮し、見込んでいます。 障がい児相談支援事業者と連携して事業を実

施していきます。 

サービスの種類 サービスの概要 
第4期見込量 

27年度 28年度 29年度 

障がい児相談支援 

実利用者数 

（利用人数／月） 

 障がい児通所給付サービス利用の調整を必要

とする人に対し、障がい児支援利用計画を作成す

るものです。 

市内事業所：ちよがおか相談支援事業所 

９０ 

（８） 

１００ 

（８） 

１１０ 

（９） 
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４ 地域生活支援事業に関する各事業の見込み量 

（１）必須事業 

①相談支援事業 

第１期から第３期の実績 

サービスの 
種類 

見込量・実績 
第１期 第２期 第３期 

18 
年度 

19 
年度 

20 
年度 

21 
年度 

22 
年度 

23 
年度 

24 
年度 

25 
年度 

26年度 

(※２） 

一般相談 

見込量（Ａ）延件数 269 554 570 3,840 4,052 4,158 3,435 3,469 3,486 

実績（Ｂ） 延件数 872 2,568 2,383 2,955 3,229 2,769 1,847 1,642 1,850 

Ｂ/Ａ（％） 324.2 463.5 418.1 77.0 79.7 66.6 53.8 47.3 53.1 

基幹相談支援 
センター設置 
（※１） 

見込量（Ａ）箇所数       － － － 

実績（Ｂ） 箇所数       0 0 0 

Ｂ/Ａ（％）       － － － 

基幹相談支援 
センター等 
機能強化事業 

見込量（Ａ）職員数 0 1 1 2 2 2 2 2 2 

実績（Ｂ） 職員数 0 1 1 2 2 2 2 2 2 

Ｂ/Ａ（％） 0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 

総合支援 
協議会 

見込量（Ａ）箇所数 1 1 1 1 1 1 1 1 1 

実績（Ｂ） 箇所数 0 1 1 1 1 1 1 1 1 

Ｂ/Ａ（％） 0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 

住宅入居等支
援事業 

見込量（Ａ）延件数       － － － 

実績（Ｂ） 延件数       0 0 0 

Ｂ/Ａ（％）       － － － 

成年後見制度 
利用支援事業 

見込量（Ａ）延利用数 1 2 2 24 36 48 36 48 48 

実績（Ｂ） 延利用数 0 0 27 21 16 37 43 44 44 

Ｂ/Ａ（％） 0 0 1350.0 87.5 225.0 77.1 119.4 91.7 91.7 

※１ 平成２４年度より基幹相談支援センター機能強化事業費について地域生活支援事業の補助対象となっています。 

※２ 平成２６年度実績は平成２６年４月～９月分の数値から見込んだものです。 

 

表３－５ 一般相談支援延利用件数の推移 
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実施に関する考え方 見込量確保のための方策 

 一般相談については、常滑社会福祉協議会

に委託して実施します。アンケートにおいて

相談の期待度は高く、今後増加すると見込み

算定しています。(表３－５) 

 総合支援協議会は、平成１９年８月に常滑

市自立支援協議会として設立されたもので、

関係機関と連携を図りつつ実施しています。 

 成年後見制度利用支援事業については、

「特定非営利活動法人知多地域成年後見セ

ンター」に委託して実施しています。 

 基幹相談支援センターの設置、住宅入居等

支援事業については、協議会等において、実

施について検討していきます。 

 全障がいに対応した相談支援体制の構築や、サー

ビス等利用計画の普及に伴う相談支援専門員の資

質の向上を図るとともに、体制の充実に努めます。 

 また、障がい者虐待については、障がい者虐待防

止センター（福祉課に設置）における相談や関係機

関と連携した対応による問題解決を図ります。 

 障がい者総合支援協議会の協議を充実し、障がい

者等が継続して地域で生活できる支援体制の整備

を図ります。 

 成年後見制度利用支援事業については、知多圏域

で連携し、障がいのある人の権利擁護の推進を図り

ます。 

サービスの
種類 

サービスの概要 
第4期見込量 

27年度 28年度 29年度 

一般相談 

延件数 

 障がいのある人が抱える問題について、本人、保護者、

介護する方からの相談に応じ、必要な情報の提供及び助

言等を行うものです。常滑市社会福祉協議会に委託し、

全障がいに対応した相談を実施しています。 

２,０８６ ２,１９０ ２,３８７ 

基幹相談支援

センター設置 

箇所 

地域における相談支援の中核的な役割を担う機関とし

て、生活や就職、障がい福祉サービスの利用に関してな

ど、障がいのある人の日常生活での各種相談について、

情報提供や助言、関係機関の紹介等の支援を行うもので

す。 

－ － － 

基幹相談支援

センター等機

能強化事業 

職員配置数 

 一般的な相談支援事業に加え、特に必要と認められる

能力（精神保健福祉士、保健師等）を有する専門的職員

を配置し、相談機能の強化を図るものです。 

２ ２ ２ 

総合支援 
協議会 

箇所 

 障がい福祉に関する関係者による連携及び支援の体

制に関する協議を行う会議として実施するものです。 
１ １ １ 

住宅入居等
支援事業 

延件数 

 賃貸契約による一般住宅への入居を希望しているが、

保証人がいない等の理由により入居が困難な障がいの

ある人に対し、入居に必要な調整等に係る支援を行うと

ともに、家主等への相談・助言を通じて障がいのある人

の地域生活を支援するものです 

－ － － 

成年後見制度

利用支援事業 

延利用数 

 特定非営利活動法人知多地域成年後見センターに委

託し、①成年後見制度に関する利用相談及び情報提供②

後見開始の審判申立及び審判の取消、申立の手続き支援

③市町長からの審判申立に必要な調査及び書類準備④

成年後見人等の事務を実施しています。 

５１ ５５ ６０ 

成年後見制度

法人後見支援

事業 

実施の有無 

 成年後見制度における後見等の業務を適正に行うこ

とができる法人を確保できる体制を整備するとともに、

法人後見の活動を支援します。 

有 有 有 
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②コミュニケーション支援事業 

第１期から第３期の実績 

サービスの 
種類 

見込量・実績 
第１期 第２期 第３期 

18 
年度 

19 
年度 

20 
年度 

21 
年度 

22 
年度 

23 
年度 

24 
年度 

25 
年度 

26年度 

（※） 

手話通訳者設置事業 

見込量（Ａ）延件数 
         

実績（Ｂ） 延件数          

Ｂ/Ａ（％）          

手話通訳者派遣事業 

見込量（Ａ）延件数 13 27 28 31 32 32 24 26 48 

実績（Ｂ） 延件数 15 24 5 16 5 16 13 27 17 

Ｂ/Ａ（％） 115.4 88.9 17.9 51.6 15.6 50.0 54.1 92.9 35.4 

要約筆記者派遣事業 

見込量（Ａ）延件数 6 12 12 4 4 6 1 2 3 

実績（Ｂ） 延件数 0 0 6 0 0 1 20 2 0 

Ｂ/Ａ（％） 0 0 50.0 0 0 6.0 20.0 100.0 0 

※ 平成２６年度実績は平成２６年４月～９月分の数値から見込んだものです。 

 

実施に関する考え方 見込量確保のための方策 

 手話通訳者設置事業について、利用状況に応じ

て内容の変更等を検討します。 

 手話通訳者、要約筆記者派遣事業については、

近年の実績等を考慮し、見込んでいます。 

 手話通訳者設置事業について、平成２７年

度より、いるかの家に事業委託し、福祉課窓

口に手話通訳者の設置を検討します。 

 手話通訳者・要約筆記者派遣事業について

は継続実施します。 

 広報、ホームページ等を活用し、必要とす

る方への啓発に努めます。 

サービスの種類 サービスの概要 
第4期見込量 

27年度 28年度 29年度 

手話通訳者設置事業 

延件数 

 手話通訳者を福祉課窓口に配置し、聴覚、言
語機能、音声機能等の障がいのある人の各種手
続き等の利便性の向上を図るものです。 

６０ ６０ ６０ 

手話通訳者派遣事業 

延件数 

 聴覚、言語機能、音声機能等の障がいのある
人が公共機関や医療機関、会議や催事等におい
て、社会参加、コミュニケーションを支援する
ため、手話通訳者を派遣するものです。 

１９ ２２ ２５ 

要約筆記者派遣事業 

延件数 

 聴覚、言語機能、音声機能等の障がいのある
人が、会議や催事等において、話されている内
容の要点をまとめて、紙に書いたり、パソコン
で打ち出すなどし、 社会参加、コミュニケーシ
ョンを支援するため、要約筆記者を派遣するも
のです。 

３ ５ ７ 
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③日常生活用具給付事業 

第１期から第３期の実績 

サービスの 
種類 

見込量・実績 
第１期 第２期 第３期 

18 
年度 

19 
年度 

20 
年度 

21 
年度 

22 
年度 

23 
年度 

24 
年度 

25 
年度 

26年度 

（※２） 

介護・訓練 

支援用具 

見込量（Ａ）延件数（※）       4 4 5 

実績（Ｂ） 延件数 5 3 2 5 3 7 2 8 10 

Ｂ/Ａ（％） － － － － － － 50.0 200.0 200.0 

自立生活 

支援用具 

見込量（Ａ）延件数（※）       9 10 11 

実績（Ｂ） 延件数 5 18 12 7 9 2 1 4 4 

Ｂ/Ａ（％） － － － － － － 11.1 40.0 36.4 

居宅療養等 

支援用具 

見込量（Ａ）延件数（※）       3 3 4 

実績（Ｂ） 延件数 7 4 4 3 2 2 6 10 10 

Ｂ/Ａ（％） － － － － － － 200.0 333.0 250.0 

情報・意思疎通

支援用具 

見込量（Ａ）延件数（※）       15 16 17 

実績（Ｂ） 延件数 10 0 2 8 13 2 4 4 4 

Ｂ/Ａ（％） － － － － － － 26.7 25.0 23.5 

排せつ管理 

支援用具 

見込量（Ａ）延件数（※）       372 382 389 

実績（Ｂ） 延件数 162 248 302 323 354 410 455 454 468 

Ｂ/Ａ（％） － － － － － － 122.3 118.8 120.3 

住宅改修 

見込量（Ａ）延件数（※）       2 2 3 

実績（Ｂ） 延件数 1 1 3 0 0 1 1 4 3 

Ｂ/Ａ（％） － － － － － － 50.0 200.0 100.0 

延利用件数 

（※１） 

見込量（Ａ）延件数 150 300 300 298 310 322 405 417 429 

実績（Ｂ） 延件数 190 274 325 346 381 424 469 484 499 

Ｂ/Ａ（％） 126.7 91.3 108.3 11.4 122.9 131.7 115.8 86.2 116.3 

※１ 平成１８年度から平成２３年度は、延利用件数についてのみ見込量を算定しています。 

※２ 平成２６年度実績は平成２６年４月～９月分の数値から見込んだものです。 

 

実施に関する考え方 見込量確保のための方策 

近年の実績等を考慮

し、見込んでいます。 

 利用者の増大に合わせ、必要な予算の確保に努めます。 

 また、用具の機能や性能の向上に合わせ、給付品目の見直しを定期的に

行うなど、利用者の日常生活用具の適正な利用を支援していきます。 

サービスの種類 サービスの概要 
第4期見込量 

27年度 28年度 29年度 

介護・訓練支援用具  延件数 

 障がい児や障がい者の日常生活の
便宜を図るため、用具の給付を行うも
のです。 

５ ７ ９ 

自立生活支援用具   延件数 ３ ５ ７ 

居宅療養等支援用具  延件数 ５ ７ ９ 

情報・意思疎通支援用具延件数 ６ ８ １０ 

排せつ管理支援用具  延件数 ４７２ ４８１ ４９０ 

住宅改修       延件数 ２ ３ ４ 

延利用件数  ４９３ ５１１ ５２９ 
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④移動支援事業 

第１期から第３期の実績 

サービスの 
種類 

見込量・実績 
第１期 第２期 第３期 

18 
年度 

19 
年度 

20 
年度 

21 
年度 

22 
年度 

23 
年度 

24 
年度 

25 
年度 

26年度 

（※２） 

個別支援型 

見込量（Ａ）時間 550 1,155 1,213 2,260 2,336 2,374 2,665 2,688 2,712 

実績（Ｂ） 時間 618 1,804 2,455 2,612 2,608 2,640 2,600 2,423 2,505 

Ｂ/Ａ（％） 112.4 156.2 202.4 115.6 111.6 111.2 97.6 90.1 92.4 

グループ支援型 

見込量（Ａ）時間 30 300 315 599 641 661 460 510 560 

実績（Ｂ） 時間 18 350 612 485 431 261.5 527.5 390 403 

Ｂ/Ａ（％） 60.0 116.7 194.3 81.0 67.2 39.6 114.7 76.5 72.0 

個別・グループ 
支援型（※１） 

見込量（Ａ）人       64 66 68 

実績（Ｂ） 人    58 62 68.5 59 58 60 

Ｂ/Ａ（％）    － － － 92.2 87.9 88.2 

車両移送型 
（※１） 

見込量（Ａ）回    165 176 182 360 372 384 

実績（Ｂ） 回    291 300 617 855 660 682 

Ｂ/Ａ（％）    176.4 170.5 295.0 237.5 177.4 177.7 

※１  個別・グループ支援については第３期、車両移送型については第２期から見込量を算定しています。 

※２ 平成２６年度実績は平成２６年４月～９月分の数値から見込んだものです。 

 

実施に関する考え方 見込量確保のための方策 

 平成２５年度実績に、居宅介護の２３年度から

２５年度までの平均伸び率を乗じ算定していま

す。 

 国の制度の動向に留意しながら、適正な事

業実施に努めます。 

サービスの種類 サービスの概要 
第 4期見込量 

27年度 28年度 29年度 

個別支援型 

延利用時間数 

 個別的支援が必要な場合のマンツー

マンでの支援を行うものです。 

市内事業所：社会福祉協議会、あかり 

2,589 2,676 2,767 

グループ支援型 

延利用時間数 

 屋外でのグループワーク、同一目的

地・同一イベントへの複数人同時参加の

際の支援を行うものです。 

市内事業所：社会福祉協議会、あかり 

417 431 445 

個別・グループ 

支援型 

延利用人数 

 個別、グループ支援を合わせて行うも

のです。 

市内事業所：社会福祉協議会、あかり 

62 64 66 

車両移送型 

延利用回数 

 平成１９年度より常滑市社会福祉協

議会が自動車での送迎を月１回無料で

実施しています。 

705 729 754 
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⑤地域活動支援センター機能強化事業 

第１期から第３期の実績 

サービス 
の種類 

見込量・実績 
第１期 第２期 第３期 

18 
年度 

19 
年度 

20 
年度 

21 
年度 

22 
年度 

23 
年度 

24 
年度 

25 
年度 

26年度 

（※） 

基礎的事業 
１日平均利用者数 

見込量（Ａ）人 5 15 18 20 20 20 20 20 20 

実績（Ｂ）人 4.3 16 19 16 19 19 17 15 13 

Ｂ/Ａ（％） 86.0 106.7 105.6 80.0 95.0 95.0 85.0 75.0 65.0 

機能強化事業 

（Ⅱ型） 

１日平均利用者数 

見込量（Ａ）人 5 15 18 20 20 20 20 20 20 

実績（Ｂ）人 4.3 16 19 16 19 19 17 15 13 

Ｂ/Ａ（％） 86.0 106.7 105.6 80.0 95.0 95.0 85.0 75.0 65.0 

※ 平成２６年度実績は平成２６年４月～９月分の数値から見込んだものです。 

 

実施に関する考え方 見込量確保のための方策 

 近年の実績等を考慮し、見込んでいます。 

 基礎的事業に加え、機能強化事業を実施して

います。「ほっと」「ひろばわっぱる」ともに事

業形態はⅡ型に分類されています。 

 社会福祉協議会が運営する地域活動支援センタ

ー「ほっと」において幅広く事業運営できるよう

支援していきます。また、社会福祉法人「共生福

祉会」（武豊町）が運営する「ひろばわっぱる」の

利用可能な体制を維持し、精神障がいのある人の

支援に努めます。 

サービスの種類 サービスの概要 
第4期見込量 

27年度 28年度 29年度 

基礎的事業 

１日平均利用者数 

 障がいのある人の地域生活支援の促進を図

るため、仲間同士の交流、創作的活動、生活の

ための訓練などを行うものです。 

１８ ２０ ２０ 

機能強化事業 

（Ⅱ型） 

１日平均利用者数 

 地域において雇用・就労が困難な在宅の障が

いのある人に、機能訓練、社会適応訓練、入浴

等を行うものです。 

 職員は、基礎的事業による職員の他１名以上

を配置し、うち１名以上を常勤とし、利用者数

は、１日あたりの実利用人員が概ね１５名以上

であることが必要です。 

１８ ２０ ２０ 
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⑥理解促進研修・啓発事業、自発的活動支援事業 

第１期から第３期の実績 

サービス 
の種類 

見込量・実績 

第１期 第２期 第３期 
18 
年度 

19 
年度 

20 
年度 

21 
年度 

22 
年度 

23 
年度 

24 
年度 

25 
年度 

26 
年度 

理解促進研修・啓発事業 

実施の有無 
実施の有無 

       
有 有 

自発的活動支援事業 

実施の有無 
実施の有無 

       

有 有 

 

実施に関する考え方 見込量確保のための方策 

 理解促進研修啓発事業について、ヘルプカードの作

成等、普及啓発に努めています。 

 自発的活動推進事業について、災害ボランティアの

養成等の支援を行っています。 

 どちらの事業も２７年度以降、社会福祉協議会に委

託して実施します。 

 

 障がいのある人が地域で暮らしていくこ

とについて、地域住民の理解が深まること

を目的として総合支援協議会等で事業を検

討していきます。 

サービスの種類 サービスの概要 
第4期見込量 

27年度 28年度 29年度 

理解促進研修 

・啓発事業 

実施の有無 

 障がいのある人が日常生活及び社会生活を営む

上で生じる「社会的障壁」を除去するため、障が

いのある人に対する研修・啓発を通じて地域住民

への働きかけを強化することにより、共に暮らす

ことができる社会の実現を図るものです。 

有 有 有 

自発的活動 

支援事業 

実施の有無 

 障がいのある人が自立した日常生活及び社会生

活を営むことができるよう、障がいのある人、家

族、地域住民等による地域における自発的な取り

組みを支援することにより共に暮らすことができ

る社会の実現を図るものです。 

有 有 有 
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（２）任意事業 

①訪問入浴サービス事業 

第１期から第３期の実績 

サービスの種類 見込量・実績 
第１期 第２期 第３期 

18 
年度 

19 
年度 

20 
年度 

21 
年度 

22 
年度 

23 
年度 

24 
年度 

25 
年度 

26年度 

（※） 

訪問入浴サービ
ス事業 

見込量（Ａ）延回数 74 239 251 312 324 336 330 340 342 

実績（Ｂ） 延回数 159 249 377 321 320 289 281 277 326 

Ｂ/Ａ（％） 214.9 104.2 150.2 102.9 98.8 86.0 85.2 81.5 95.3 

※ 平成２６年度実績は平成２６年４月～９月分の数値から見込んだものです。 

 

実施に関する考え方 見込量確保のための方策 

近年の実績等及び今後の増加分を考慮し、見込ん

でいます。 

適正な事業実施に努めます。 

サービスの種類 サービスの概要 
第4期見込量 

27年度 28年度 29年度 

訪問入浴 

延回数 

 重度の身体障がい者の生活を支援するため、

訪問により自宅で入浴サービスを提供するもの

です。 

３４０ ３５０ ３６０ 

 

②更生訓練費給付事業 

第１期から第３期の実績 

サービス 
の種類 

見込量・実績 
第１期 第２期 第３期 

18 
年度 

19 
年度 

20 
年度 

21 
年度 

22 
年度 

23 
年度 

24 
年度 

25 
年度 

26年度 

（※） 

更生訓練費 
給付 

見込量（Ａ）利用者数 30 60 60 36 36 36 24 48 60 

実績（Ｂ） 利用者数 30 48 42 25 0 12 3 10 36 

Ｂ/Ａ（％） 100.0 80.0 70.0 69.5 0 33.3 12.5 20.8 60.0 

※ 平成２６年度実績は平成２６年４月～９月分の数値から見込んだものです。 

 

実施に関する考え方 見込量確保のための方策 

 平成２１年度以降は利用件数は減少していま

す。近年の実績及び自立訓練、就労移行支援の今

後の増加分を考慮し、見込んでいます。 

 対象者に適切に訓練費を支給し、社会復帰

の促進を支援していきます。 

サービスの種類 サービスの概要 
第4期見込量 

27年度 28年度 29年度 

更生訓練費給付 

延利用者数 

 社会復帰の促進を図ることを目的に、就労移行

支援事業等を利用している方に更生訓練費を支

給するものです。 

４８ ６０ ７２ 
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③知的障がい者職親委託制度 

第１期から第３期の実績 

サービスの 
種類 

見込量・実績 
第１期 第２期 第３期 

18 
年度 

19 
年度 

20 
年度 

21 
年度 

22 
年度 

23 
年度 

24 
年度 

25 
年度 

26年度 

（※） 

知的障がい者 
職親委託 

見込量（Ａ）延人数 30 72 84 60 72 84 48 72 84 

実績（Ｂ） 延人数 60 60 48 48 72 42 36 25 24 

Ｂ/Ａ（％） 200.0 83.3 57.1 80.0 100.0 50.0 75.0 34.7 28.6 

※ 平成２６年度実績は平成２６年４月～９月分の数値から見込んだものです。 

 

実施に関する考え方 見込量確保のための方策 

 平成２２年度以降、件数は減少しています。 

 近年の実績等及び今後の増加分を考慮し、見込

んでいます。 

広く制度の周知を図り、利用者増に努めます。 

サービスの種類 サービスの概要 
第4期見込量 

27年度 28年度 29年度 

知的障がい者職親委託 

延人数 

 知的障がい者を事業経営者等の私人（職親）
に預け、生活指導及び技能習得訓練等を行い、
雇用の促進と職場における定着性を高め、福
祉の向上を図るものです。 

３６ ４８ ６０ 

 

④日中一時支援事業 

第１期から第３期の実績 

サービスの種類 見込量・実績 
第１期 第２期 第３期 

18 
年度 

19 
年度 

20 
年度 

21 
年度 

22 
年度 

23 
年度 

24 
年度 

25 
年度 

26年度 

（※） 

日中一時支援事業 

見込量（Ａ）回 95 200 210 266 277 336 3,000 3,108 3,144 

実績（Ｂ） 回 45 198 96 2,194 2,682 3,114 3,262 4,150 3,803 

Ｂ/Ａ（％） 47.4 99.0 45.7 824.8 968.2 926.8 108.7 133.5 121.0 

※ 平成２６年度実績は平成２６年４月～９月分の数値から見込んだものです。 

 

実施に関する考え方 見込量確保のための方策 

 障がいのある人を介護している家族の一時的な負担軽減や

就労支援を目的として実施されている本事業は、家庭環境の

変化や共働き世帯の増加に伴い、利用者数が増加しています。 

 平成２５年度の実績に今後の伸びを乗じたものを基礎に見

込んでいます。 

 相談支援を通して、利用者のサ

ービスの必要性を把握し、適正な

事業実施に努めます。また、実施

機関と連携し、支援体制の充実を

図ります。 

サービスの種類 サービスの概要 
第4期見込量 

27年度 28年度 29年度 

日中一時支援事業 

延利用回数 

 日中、障がい児や障がい者に活動の場を提供

し、見守りや社会に適応するための日常的な訓練

などを行うものです。 

市内事業所：社会福祉協議会 

4,300 4,472 4,650 
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⑤生活サポート事業 

第１期から第３期の実績 

サービスの種類 見込量・実績 
第１期 第２期 第３期 

18 
年度 

19 
年度 

20 
年度 

21 
年度 

22 
年度 

23 
年度 

24 
年度 

25 
年度 

26年度 

（※） 

生活サポート事業 

見込量（Ａ） 人 6 12 12 12 12 12 12 12 12 

実績（Ｂ）  人 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

Ｂ/Ａ（％） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

※ 平成２６年度実績は平成２６年４月～９月分の数値から見込んだものです。 

実施に関する考え方 見込量確保のための方策 

 これまで利用はありませんが、各年度１人利

用するとして見込んでいます。 

 適正な事業実施に努めます。 

サービスの種類 サービスの概要 
第4期見込量 

27年度 28年度 29年度 

生活サポート事業 

延利用者数 

 介護給付支給決定の対象者以外で、日常生活に
関する支援を行わなければ、本人の生活に支障を
きたすおそれのある方に対し、ヘルパーを派遣し
必要な支援を行うものです。 

１２ １２ １２ 

⑥社会参加促進事業 

第１期から第３期の実績 

サービスの種類 見込量・実績 
第１期 第２期 第３期 

18 
年度 

19 
年度 

20 
年度 

21 
年度 

22 
年度 

23 
年度 

24 
年度 

25 
年度 

26年度 

（※） 

スポーツ教室 
開催事業 

見込量（Ａ） 人 0 0 40 24 36 36 720 720 720 

実績（Ｂ）  人 0 0 0 388 438 417 463 369 380 

Ｂ/Ａ（％） 0 0 0 1616.7 1216.7 1158.3 64.3 51.3 52.8 

芸術文化講座 
開催事業 

見込量（Ａ） 人 0 20 40 180 216 240 240 240 240 

実績（Ｂ）  人 0 0 0 291 203 180 184 188 180 

Ｂ/Ａ（％） 0 0 0 161.7 94.0 75.0 76.7 78.3 75.0 

手話奉仕員養成
研修 

見込量（Ａ） 人       － － － 

実績（Ｂ）  人       0 21 20 

Ｂ/Ａ（％）       － － － 

点字声の広報 
発行事業 

見込量（Ａ） 回 6 12 12 12 12 12 12 12 12 

実績（Ｂ）  回 6 12 12 12 12 12 12 12 12- 

Ｂ/Ａ（％） 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 

自動車運転免許
取得助成事業 

見込量（Ａ） 件 1 2 2 2 2 2 2 2 2 

実績（Ｂ）  件 0 0 2 2 2 0 1 0 0 

Ｂ/Ａ（％） 0 0 100.0 100.0 100.0 0 50.0 0 0 

自動車改造 
助成事業 

見込量（Ａ） 件 2 4 4 4 4 4 5 5 5 

実績（Ｂ）  件 0 3 5 4 3 3 0 5 8 

Ｂ/Ａ（％） 0 75.0 125.0 100.0 75.0 75.0 0 100.0 160.0 

福祉タクシー 
料金助成事業 

見込量（Ａ） 件 530 1,113 1,169 1,463 3,868 4,000 1,700 4,428 4,428 

実績（Ｂ）  件 622 1,369 1,459 1,625 1,614 1,773 1,876 1,739 1,796 

Ｂ/Ａ（％） 117.4 123.0 124.9 111.1 41.7 44.3 110.4 39.3 40.6 

※ 平成２６年度実績は平成２６年４月～９月分の数値から見込んだものです。 
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実施に関する考え方 見込量確保のための方策 

 全ての事業について、第４期も同内容の事

業を実施していきます。 

 福祉タクシー助成事業については、平成２

８年度以降、交付枚数、交付対象の拡大によ

る増加を見込んでいます。 

 広報、ホームページ、パンフレットなどを活用し、

広く事業の周知を図っていきます。 

 福祉タクシー料金助成事業については、障害のあ

る方の社会との交流促進を図る観点から、交付枚

数、交付対象について平成２８年度以降見直しを検

討します。 

事業の種類 事業の概要 
第4期見込量 

27年度 28年度 29年度 

スポーツ教室 

開催事業 

参加人数 

 常滑市手をつなぐ親の会が実施し

ているスポーツ教室の参加人数を算

定しました。 

４２０ ４２０ ４２０ 

芸術文化講座 
開催事業 

 

参加人数 

 特定非営利活動法人「あかり」が

実施している「さをり織り教室」の

参加人数を算定しました。 

１９２ １９６ ２００ 

点字声の広報 
発行事業 

 

発行回数 

 点字・声の広報の発行を社会福祉

協議会に委託し、視覚障がいのある

方に送付しているものです。 

１２ １２ １２ 

手話奉仕員養成研修 
参加人数 

 社会福祉協議会に委託し、手話奉

仕員養成研修を実施しています。 

２０ ２５ ３０ 

（登録見込み人数） （１０） （１０） （１０） 

自動車運転免許 
取得助成事業 

 
利用件数 

 身体障がい者手帳の交付を受けた

人が、自動車運転免許を取得する場

合に取得に要する経費の３分の２以

内の額（１０万円を限度とする）を

助成するものです。 

２ ２ ２ 

自動車改造 
助成事業 

 

利用件数 

 身体障がい者手帳の交付を受けた

人が、自ら所有し運転する自動車の

ハンドル、アクセル、ブレーキを改

造する場合について、改造に要する

経費として、１件あたり１０万円を

限度として助成するものです。 

５ ５ ５ 

福祉タクシー 
料金助成事業 

 

延利用件数 

 タクシー料金の基本料金を助成す

る利用券を、年間２４回分を限度と

して交付するものです。 

１,８００ ４,３５０ ４,４００ 
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⑦普及・啓発事業 

第１期から第３期の実績 

サービスの種類 見込量・実績 
第１期 第２期 第３期 

18 
年度 

19 
年度 

20 
年度 

21 
年度 

22 
年度 

23 
年度 

24 
年度 

25 
年度 

26年度 

（※） 

ヘルプカード事業 

見込量（Ａ） 人        － － 

実績（Ｂ）  人        99 64 

Ｂ/Ａ（％）        － － 

※ 平成２６年度実績は平成２６年４月～９月分の数値から見込んだものです。 

 

実施に関する考え方 見込量確保のための方策 

 普及・啓発に努めることで、配布人数が増加す

るものと見込んで算定しています。 

 手帳交付時やパンフレット等による説明を

通して、必要とする方への普及を図ります。 

 また、ポスターの掲示を通して、市民に啓

発を促します。 

サービスの種類 サービスの概要 
第4期見込量 

27年度 28年度 29年度 

ヘルプカード 

配付人数 

 自分から「困った」と伝えるのが困難な人が、

災害時や緊急時などに、カードを提示することで

周囲の人に支援を求めるものです。（表３－６） 

・配布開始年月日 平成２６年１月２７日 

・申請・配布場所 福祉課 

・対象者 障がい手帳所持者（身体・療育・精神） 

     自立支援医療受給者、発達障がい、 

     難病者等 

８０ １００ １２０ 

 

表３－６ ヘルプカード 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 面 裏 面 
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Ⅳ 計画の推進に向けて                 

１ 計画の推進体制 

 常滑市障がい者総合支援協議会を核として、サービス提供事業者、関係機関、団体等との

連携のもと、計画の具体化に向けた協議を行い、計画の推進に努めます。（表４－１） 

 

２ 障がい福祉サービスや計画に関する情報の提供 

 必要とする障がい福祉サービスを誰もが適切に利用できるよう、サービス内容や利用手続

き等について市広報やホームページなどにより情報提供に努めるとともに、計画の周知を図

ります。 

 

３ 障がい者に対する理解と啓発 

 障がいについての正しい知識の普及・啓発に努め、障がい者に対する理解の促進を図ると

ともに、共に暮らすことができる社会の実現を目指していきます。 

 

４ 計画量に応じた財源の確保 

 計画の実効性を担保する観点から、計画量に応じた財源の確保に努めます。 

 

５ 計画の進行管理と評価 

 年度ごとに計画の達成状況を点検・把握し、評価を行うとともに、評価結果については常

滑市障がい者総合支援協議会に対し報告を行い、意見等を求め、変更や見直し等必要な対策

を講じることで、計画を推進していきます。 

 

表４－１ 常滑市障がい者総合支援協議会イメージ図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 常滑市障がい者総合支援協議会 

専門部会 

相 談 支 援 事 業 

課題・ニーズの把握 

行  政 

就業支援センター 

社会福祉協議会 

保健・医療関係者 

民生児童委員 

当事者団体 

教育機関 

サービス提供事業所 

相談 

相談 

相談 
相談 

計画の推進 

計画の進行管理・評価 
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Ⅴ 資料編                       

１ 常滑市障がい福祉計画の策定体制 

 本計画は、常滑市障がい者総合支援協議会作業部会において内容を検討し、常滑市障がい

者総合支援協議会に諮り、協議するとともに、市民に対し、パブリックコメントを実施した

後公表します。 

 

２ 計画策定の経緯 

実施年月日 実  施  概  要 

平成２６年 ５月 ７日 ○第１回常滑市障がい者総合支援協議会作業部会 開催 

 ・アンケート内容の確認 

平成２６年 ６月１１日 

     ～６月３０日      

○福祉に関するアンケート 実施 

平成２６年 ９月１８日 ○第２回常滑市障がい者総合支援協議会作業部会 開催 

 ・アンケート結果の検討 

平成２６年１０月２４日 ○第３回常滑市障がい者総合支援協議会作業部会 開催 

 ・第４期常滑市障がい福祉計画素案の内容確認 

平成２６年１１月１３日 ○第１回常滑市障がい者総合支援協議会 開催 

 ・第４期常滑市障がい福祉計画素案の審議 

平成２７年 １月２３日 ○第４期常滑市障がい福祉計画（案）を市議会協議会に報告 

平成２７年 １月２６日 

     ～２月２０日 

○パブリックコメントによる市民意見募集 

平成２７年 ３月２５日 ○第４回常滑市障がい者総合支援協議会作業部会 開催 

 ・パブリックコメントの結果について報告 

平成２７年 ３月２７日 ○第２回常滑市障がい者総合支援協議会 開催 

 ・第４期常滑市障がい福祉計画（最終案）の審議 

平成２７年 ３月 ○公表 
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３ 常滑市障がい者総合支援協議会委員名簿 

（１）協議会委員 

氏    名 役   職   等 

竹内 秀隆 医師会代表 

夏目 浩吉 医師会代表 

中村 充良 歯科医師会代表 

福島 宏 薬剤師会代表 

鈴木 俊道 常滑市社会福祉協議会会長 

近藤 菊久枝 知多保健所健康福祉課課長補佐 

江端 元男 常滑市身体障がい者相談員・常滑市身体障がい者福祉協会会長 

家田 六ツ枝 常滑市知的障がい者相談員 

鈴木 東一 常滑市民生児童委員連絡協議会会長 

西村 広美 特定非営利活動法人「あかり」代表 

今井 友乃 特定非営利活動法人「知多地域成年後見センター」事務局長 

田中 幸弘 知多地域障害者就業・生活支援センター・ワーク 

牧野 謙雄 常滑市手をつなぐ親の会会長 

山内 茂広 「はんぽの会」精神障がい者当事者会代表者 

竹内 忠雄 社会福祉法人「あゆみの会」理事長 

山下 圭一 常滑市社会福祉協議会事務局長 

（２）作業部会委員 

氏    名 役   職   等 

高津 博丈 デイセンターおおそ 施設長 

桜庭 幸恵 ワークセンターかじま 施設長 

田島 雅子 常滑市社会福祉協議会相談支援事業所 

榊原 久美子 常滑市社会福祉協議会相談支援事業所 

脇田 貴史 知多保健所健康支援課 主任 

佐藤 智幸 半田特別支援学校 進路指導主事 

家田 六ツ枝 常滑市知的障がい者相談員 

片岡 太一郎 常滑市身体障がい者相談員 

田中 幸弘 知多地域障害者就業・生活支援センター・ワーク 

牧野 謙雄 常滑市手をつなぐ親の会 会長 

山内 茂広 「はんぽの会」精神障がい者当事者会代表者 

市川 典子 社会福祉法人あゆみの会 レインボーハウス サービス管理責任者 

伊奈 泰子 児童発達支援センター ちよがおか 園長 

大高 健 ちよがおか相談支援事業所 

江坂 大輔 常滑市福祉部こども課 主事 
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